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福島県内の埋蔵文化財発掘調査における民間調査組織一括導入に関する指針 

 

令和５年 10 月 23 日  

福島県教育委員会教育長  

 

１ 趣旨 

この指針は、文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下、「法」という。）に基

づき、福島県内で行われる土木工事等に伴う記録作成を目的とする発掘調査にお

いて、民間調査組織が法第92条第１項の届出者となる場合の取扱いに関する必要

事項を定めるものとする。 

  

２ 用語の定義 

（１）本指針における「発掘調査」とは、法第93条第２項の規定による指示又は

法第94条第４項の規定により勧告を受けた発掘調査のことを指し、現場にお

ける発掘作業、出土品等の整理等作業及び報告書作成までのすべての工程の

ことをいう。 

（２）「一括導入」とは、発掘調査の進行及び作業の諸段階で行う評価・判断を民

間調査組織の責任の下に行う形態によるものを指す。 

    なお、民間調査組織を地方公共団体の発掘調査体制に組み込む形態で利用

する「支援導入」は、次の各号をすべて満たす場合を指す。 

ア 地方公共団体の埋蔵文化財専門職員が発掘担当者として発掘調査の指揮 

を行う。 

イ 地方公共団体の埋蔵文化財専門職員が発掘調査の全工程における進行及

び作業の諸段階で行う評価・判断等を直接行う。 

ウ 当該発掘調査の報告書作成を地方公共団体が行う。 

（３）本指針における「民間調査組織」は、大学等の学術研究機関並びに県及び

市町村が設立した公益財団法人等の組織（以下「公益法人等調査組織」とい

う。）を除く。 

 

３ 基本的な考え方 

  県及び市町村は、埋蔵文化財の保護を図るため、「埋蔵文化財の保護と発掘調査

の円滑化等について（通知）」（平成10年9月29日付け庁保記第75号 文化庁次長か

ら各都道府県教育委員会教育長あて）（以下「平成10年通知」という。）にのっと

り、次の行政を実施することが基本である。①史跡の指定等による積極的な保護

及びその整備活用、②埋蔵文化財包蔵地の把握と周知、③開発事業との調整及び
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発掘調査の実施、④発掘調査成果の公開等の広報活動等。これら多岐にわたる行

政を適切に実施するためには、以下のことに努めなければならない。 

（１）適切な対応能力を備えた十分な数の埋蔵文化財に関する専門的な知識と発            

掘調査技術を有する職員（以下「埋蔵文化財専門職員」という。）を確保し、

各担当部署へ適切に配置すること。 

（２）県、市町村及び市町村間において業務連携システムの構築や広域連     

携推進等、地域全体で埋蔵文化財保護行政体制を持続、進化させる枠組みの

検討を行うこと。 

（３）埋蔵文化財専門職員の資質、知識・技能の向上のため、研修等を実施する

こと。 

（４）発掘調査、出土品の管理や活用等の活動の拠点となる施設の整備・充実を

図ること。 

 

４ 一括導入の要件 

  地方公共団体は一括導入を行う場合であっても、平成10年通知のとおり埋蔵文

化財保護の趣旨にのっとって、設計段階から契約、調査、活用に至るまで常時適

切な関与、監理を行う必要がある。また当該発掘調査の原因となる工事主体者（以

下「開発事業者」という。）に対しては、その趣旨と地方公共団体の関与の必要性

を説明し、理解と協力を求めることとする。 

  一括導入は、以下の要件を全て満たす場合に限ることとする。なお、一括導入

を行う場合には、事前に県教育委員会と協議されたい。 

 （１）対象となる発掘調査 

ア 法第93条第２項の規定による指示又は法第94条第４項の規定により勧告

を受けた、記録保存を目的とする発掘調査。 

イ 県、市町村及び公益法人等調査組織の既存体制では発掘調査に著しい遅   

延等が生じると予想される場合又は短期的に事業が急増している場合。 

ウ 県及び市町村による試掘・確認調査実施結果等から、発掘調査の設計を

行うに足る事前情報が得られている場合。 

エ 史跡指定地周辺の遺跡、地域にとって重要な遺跡に該当しない場合。 

（２）導入する市町村の体制に関する要件 

地域の埋蔵文化財を熟知し、かつ高度な専門知識・技術と十分な行政経験

をもつ埋蔵文化財専門職員（「埋蔵文化財専門職員の育成について」（報告）

（文化庁・令和２年３月31日）における埋蔵文化財専門職員Ⅱ種に相当）を

監理に配置することができる市町村とする。 

ただし、上記の要件を満たさない場合であっても、専門職員の配置が困難
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な場合及び発掘調査の緊急性が高い場合等、特段の事情がある場合は、地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第48条第４項

の規定による市町村長又は市町村委員会からの依頼により、県教育委員会に

よる指導、助言の下、その支援を受けて導入することができるものとする。 

（３）導入する民間調査組織に関する要件 

  一括導入を行う場合の民間調査組織及び調査担当者の適否判断について

は別紙１を基準とする。 

 

５ 発掘調査の準備 

（１）地方公共団体が行う事務  

   一括導入を行おうとする地方公共団体は、以下の事務を行うものとする。 

  ア 共通仕様書の作成 

一括導入に先立ち、これまでに管内で実施された発掘調査方法に基づき、   

発掘調査に共通する技術上の指示事項等を共通仕様として定める（別紙２

参照）。 

イ 特記仕様書の作成 

対象とする発掘調査の具体的な範囲と調査方法・内容等に関する特記仕   

様書を作成する（別紙３参照）。 

ウ 積算の作成 

     事前の確認調査等の結果に基づいて発掘調査費用の積算を行う。 

    なお、上記の作成にあたっては以下を参照する。 

    ⅰ 福島県埋蔵文化財本発掘調査に関する積算基準（令和４年３月29日） 

    ⅱ 発掘調査安全衛生管理マニュアル（令和２年７月７日） 

ⅲ 出土品の取扱い基準（平成28年４月） 

    ⅳ 文化庁刊行、報告 

「発掘調査のてびき」（平成22年３月30日） 

「行政目的で行う埋蔵文化財の調査についての標準（報告）平成16年

10月29日」 

「埋蔵文化財の本発掘調査に関する積算標準について（報告）平成12

年９月28日」 

（２）事業実施計画の作成 

    市町村は５（１）で作成した仕様書等を民間調査組織及び開発事業者に提   

示した上、発掘調査方法等について十分な協議を行う。民間調査組織は、そ

の結果を踏まえ、発掘調査実施計画書（第１号様式）を作成し、法第92条第

１項に基づく届出に添付する。 
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県教育委員会は、前項の届出を収受した際には各要件の内容を十分検討し、  

市町村と意見調整を行った上、法第92条第２項の規定に基づき、発掘調査実

施計画の是正を含む必要な指示を行う。 

（３）協定書の作成・締結 

     開発事業者、民間調査組織、地方公共団体による協定書を締結することが

望ましい。協定書には、以下の点に遺漏がないよう留意する。  

ア 重要遺構・遺跡が確認された場合の再調整協議。 

イ 発掘調査の記録類・成果品の著作権及び出土品の取扱い。 

ウ 監理、検査等、地方公共団体の役割、関与。 

エ 発掘調査内容、成果等の公表や公開等の利活用方法。 

 

６ 発掘調査の監理 

（１）監理の方法 

  地方公共団体は、当該発掘調査の適切な実施に必要な指導・助言等を行う

監理のために埋蔵文化財専門職員を配置する。監理の具体的な内容は、以下

のとおりとする。 

ア 当該発掘調査が仕様書等に基づき的確に実施されているか、必要な記録

が必要な精度により作成しているか等の確認及び技術的な指導・助言。 

イ 仕様書等の内容を満たさない水準の発掘調査等、精度・内容に問題等が   

あると認められた場合の是正指導等。 

ウ 当初仕様書等と異なる遺跡の状況や調査に要する期間、経費の変更、重

要な遺構の発見等が生じた場合における開発事業者及び民間調査組織との

協議。 

 （２）監理の時期 

監理の時期、頻度は以下のとおりとする。 

ア 発掘作業においては監理を担当する地方公共団体等職員の常駐が望ま    

しいが、原則として１日あたり１回は調査状況の確認を行う。また、開始

時、終了時、遺構検出時、重要遺構・遺物調査時には確実に実施する。 

イ 整理等作業の場合は、原則として１週間に１回は状況確認を行う。開  

始時、終了時、報告書掲載対象の遺物選定、遺構図面の作成時には確実に

実施する。 

ウ 発掘調査報告書の内容は、印刷入稿前に全ての原稿確認を行う。 

 

７ 完了検査 

作業の完了は、一括導入を行った地方公共団体及び民間調査組織、開発事業者
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三者で現地確認を行う。  

 

８ その他 

本指針に定めのない事項については、市町村等と協議の上、県教育委員会がこ

れを定める。 

 

附則 

 この指針は、令和５年11月１日から適用する。 
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民間調査組織一括導入における調査主体者及び調査担当者の 

適否判断について 

 

民間調査組織一括導入における調査主体者及び調査担当者の適否判断について

は下記の項目を基準とする。 

記 

１ 民間調査組織の要件 

一括導入を利用する場合の民間調査組織は次の各号の要件を踏まえて適否を判

断する。 

（１）次項２に規定する発掘調査担当者、発掘調査員を当該発掘調査に必要な期間、

過不足なく担当させることができる。 

（２）当該発掘調査を遂行するための事務体制、財政的基盤、施設及び調査機材の

保有等の条件を満たしている。 

（３）発掘調査対象となる遺跡と同種別、同時代、同規模の調査経歴又は当該地域

における業務履歴等から、組織として適切な調査遂行が可能であることが客観

的に判断できる。 

 

２ 発掘調査担当者等の要件 

発掘調査担当者等は次の各号の要件を備えているものとする。 

（１）発掘調査担当者 

考古学・歴史学の専門的知識及び調査技術において、調査の対象となる遺跡

について発掘調査の遂行に十分な能力と経験を有している。また全体の作業を

掌握して全工程を適切に進行させることができるとともに、県教育委員会発行

の発掘調査報告書と同程度の報告書を作成できる者とする。原則として、次の

いずれかに該当する者であること。 

ア 過去に対象遺跡と同じ種別の遺跡について発掘調査担当者として法第92条

第１項又は法99条第１項に基づく届出が受理され、当該発掘調査を適切に完

了している者。 

イ ア以外の者 

(ｱ) 大学（４年制）又は大学院等で考古学を専攻した者で、卒業（修了）後、

発掘調査担当者又は発掘調査員として実質２年以上の発掘調査経験を有

し、２冊以上の報告書主要項目（遺構、遺物、総括等とし、調査経緯、調

査経過、遺跡の立地等は含まない。以下同じ。）の執筆歴がある者。 

(ｲ) (ｱ)以外の者で、発掘調査担当者又は発掘調査員として実質５年以上調

査経験と、５冊以上の報告書主要項目の執筆歴がある者。 

別紙１ 
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（２）発掘調査員 

考古学・歴史学の専門的知識及び調査技術において、調査対象遺跡について

発掘調査を実施する能力と経験を有し、発掘調査担当者の指示に基づき、発掘

調査現場の作業を掌握して発掘調査を適切に進行させることができる。また、

県教育委員会発行の発掘調査報告書と同程度の作業を適切に遂行できる者と

する。原則として、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

ア 大学（４年制）又は大学院で考古学を専攻した者で、実質１年以上の発掘

調査経験があり、報告書主要項目の執筆歴がある者。 

イ ア以外の者で、実質３年以上の発掘調査経験があり、２冊以上の報告書主  

要項目の執筆歴がある者。 
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発掘調査において事前に定めるべき共通仕様について 

 

発掘調査に共通する技術上の指示事項等について地方公共団体が事前に定める

べき共通仕様は下記の項目を踏まえることが望ましい。 

記 

１ 発掘調査全般・法令・諸条件に関わる事項 

（１）業務の着手時期、事前準備事項、協議の頻度・確認方法、成果物の提出、検査

時期・内容・方法、修補、条件変更、変更契約、一時中止、臨機の措置等、業務

全般に関わる内容。 

（２）発掘調査担当者、発掘調査員等の担当業務内容。 

（３）設計図書の支給、資料の貸与等地方公共団体との資料共有に関わる内容。 

（４）提出書類の指定（業務着手時の関係書類、発掘調査担当者届出書、履行状況

報告、変更時の関係書類、業務終了時の関係書類等）。 

（５）関係法令及び条例の遵守、関係官公庁の手続き等。 

（６）禁止事項（再委託、守秘義務、成果物の使用等）。 

（７）発掘調査の条件整備等（作業用地、関係者との交渉、土地への立ち入り、安

全等の確保）。 

 

２ 発掘作業に関わる事項 

  「行政目的で行う埋蔵文化財の調査についての標準（報告）」（平成16年10月29

日付け埋蔵文化財発掘調査体制等の整備充実に関する調査研究委員会）参照。 

（１）作業工程、留意点、遺跡・遺構の略称、番号付け方法等の調査共通事項。 

（２）各調査段階における作業方針、留意点。 

（３）各調査段階で必要となる成果品。 

（４）各工程で必要な記録類とその作成方法（実測基準点の設置、グリッドの設定

方法、測量方法、写真撮影の使用機材、撮影時期、撮影対象（平面・断面のア

ングル・全景等）、台帳等の作成）。 

（５）自然科学分析及び保存処理の留意点。 

（６）重要な遺跡、遺構・遺物の取扱い等。 

 

３ 出土品等整理作業 

（１）出土品等整理作業の対象、作業場所、工程、留意点。 

（２）記録図面・写真の仕様、取扱い、保存データのフォーマット、提出方法。 

（３）出土品の整理方法（洗浄、注記、接合、実測、写真撮影、観察事項）。 

（４）台帳等の作成方法（図面一覧、遺構、出土品、写真等）。 

別紙２ 



9 

 

（５）自然科学分析及び保存処理の留意点。 

（６）出土品の収納、提出方法。 

４ 報告書作成作業 

（１）報告書のレイアウト、印刷仕様。 

（２）成果品の納入方法。 
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発掘調査における特記仕様書の標準について 

 

「福島県内の埋蔵文化財発掘調査における民間調査組織一括導入に関する指針」５

（１）イにおける特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）は下記の項目を標準と

する。 

記 

 特記仕様書には、次の各号の内容を踏まえ、実施する発掘調査の条件、埋蔵文化

財の内容等に応じて適宜作成する。 

１ 埋蔵文化財の対象【場所、遺跡名称、遺跡種類等の遺跡情報、現状、調査範囲、

面積】 

２ 確認調査で得られた内容、作業量【想定時代、遺構面数、掘削深度、予想され

る遺構や遺物の内容、量等】 

３ 発掘調査体制、調査期間【調査組織体制、発掘調査担当者、発掘調査員、作業

員の配置（常駐、専任）と必要人数・要件、予定期間、業務内容】 

４ 発掘調査発生土の処理と埋め戻し方法 

５ 成果品（記録類）の仕様等【作成図面、計測方法、納品方法、写真撮影方法等】 

６ 安全対策、付帯業務（樹木伐採等）、調査事務所の設置等 

７ 発掘調査成果の公開【現地説明会の実施、見学者の立入り等】 

８ 整理等作業の場所（監理しやすい場所）、業務内容、保存処理、自然科学分析等 

９ 地方公共団体による監理の内容と方法 

10 報告書の構成、刊行部数、配布先等 

11 記録類の著作権、所有権に関する取り決め 

12 成果品等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙３ 
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民間調査組織一括導入発掘調査における協定書例 

 

発掘調査を民間調査組織の一括導入が行われる際の、開発事業者、民間調査組織、

地方自治体の三者間における協定書について、下記に例示する。 

記 

 

○○○○事業における◆◆◆遺跡発掘調査実施に関する協定書 

 

 （事業者名）を甲とし、（民間調査組織名）を乙とし、（地方公共団体名）を丙と

して、○○○○事業における◆◆◆遺跡発掘調査の実施に関する基本的事項につい

て、次のとおり協定を締結する。 

（目 的） 

第１条 本協定は、甲が施工する事業地区内において行う発掘調査の実施方法等に

ついて定めることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 本協定が適用される発掘調査範囲は、別添図１（事業範囲全体図の中に発

掘調査範囲を明示する）のとおりとし、また現地での発掘作業、出土品整理作業

及び報告書作成までのすべての作業を対象とする。 

（発掘調査の実施場所、対象面積及び発掘調査期間） 

第３条 発掘調査の実施場所、対象面積及び発掘調査期間は次のとおりとする。 

 発掘調査の実施場所：○○市○○町○○番地（○○遺跡） 

 発掘調査の対象面積：○○○○㎡ 

 発掘調査期間 

  発掘作業の実施期間 令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

  整理作業の実施期間 令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

  報告書の刊行時期  令和○年○月○日 

（発掘調査の体制） 

第４条 発掘調査は、甲と乙が委託契約締結の上で実施するものとする。ただし、

丙はこの委託契約に関して一切の責務を負わないものとする。 

２ 乙は、発掘調査を実施する組織を速やかに編成し、発掘調査実施計画書（以下

「計画書」という。）を作成するものとする。計画書を甲丙に提出し、計画が承認

されたのちに、発掘調査を実施するものとする。 

（発掘調査の実施） 

第５条 発掘調査は原則として、丙が作成した共通仕様書、特記仕様書及び計画書

に基づき実施する。 

参考１ 
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２ 丙は発掘調査が適切及び円滑に実施されるよう監理を実施し、指導、助言する

ものとする。また、丙は記録保存目的調査の観点から必要があると認めるときは、

乙に発掘調査について報告を求めるものとする。 

３ 発掘作業が終了時は、乙は甲丙による立会の下に発掘調査終了の確認を受け、

丙に発掘調査終了の届出を提出するものとする。丙は適切な発掘調査が実施され

ているか検査し、甲に発掘調査終了の確認を通知するものとする。 

４ 甲は前項における発掘調査終了の確認後に事業に着手するものとする。 

（調査計画の変更） 

第６条 本協定の締結後、特記仕様書と異なる遺跡の状況等により調査期間、経費

の変更を要する事由が生じた場合には、甲乙丙により協議を行い、調査計画を変更

するものとする。 

第７条 発掘調査の結果、重要な遺構等が発見されたときは、その取扱いについて 

乙の調査所見を参考として、甲乙丙により協議するものとする。 

（整理作業及び報告書作成の実施） 

第８条 発掘調査によって得られた出土品及び記録図面・写真等の整理作業から報

告書の作成は、乙の責任において行い、丙は実施状況を監理し乙を指導、助言する

ものとする。 

（埋蔵文化財の公表） 

第９条 発掘調査対象となった埋蔵文化財について、対外的に公表する必要が生じ

た場合には、甲乙丙協議の上公表を行うものとする。 

（出土品等の取扱い） 

第 10 条 甲は，出土品についての権利を放棄するものとする。また、その旨を記載

した承諾書について乙を通じて丙に提出するものとする。 

２ 発掘調査によって得られた出土品及び記録図面・写真等の全記録類は、乙の責     

任において一時保管し、報告書作成までの全ての工程が終了した後に丙に提出す

るものとする。乙は著作権等の法律的権利を放棄するものとする。 

３ 前項において提出された出土品及び全記録類については丙が保管、管理し、甲  

乙の承諾なく公開、活用できるものとする。 

（協定の変更） 

第 11 条 本協定を変更する必要が生じたときは、甲・乙・丙が協議して定めるもの

とする。 

（その他） 

第 12 条 本協定に定めのない事項または疑義が生じた場合には、甲・乙・丙が協議

の上、処理するものとする。 
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 本協定の証として、本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

  令和○年○月○日 

 

 甲（事業者）  住   所 

    代表者氏名        印 

 

 乙（民間調査組織） 住   所 

    代表者氏名             印 

 

 丙（地方公共団体） 住   所 

    地方公共団体の長       印 
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民間調査組織一括導入発掘調査における監理事項例 

 

民間調査組織一括導入する場合の発掘調査監理における事項について、下記に例

示する。調査の各段階において地方自治体作成の共通仕様書、特記仕様書、民間調

査組織作成の発掘調査実施計画書に基づき、適切に行われているか確認を行う。改

善が必要な場合には、指導、助言を行う。 

記 

１ 発掘作業 

（１）測量基準点及び発掘区、グリッドが正しく設置され、遺構・遺物の位置を

正確に表示できる。 

（２）基本層序の記録、包含層掘削、遺構検出、複数の遺構面や重複する遺構に     

ついて、把握、掘削が適切な判断、方法で行われている。 

（３）遺構の掘り下げ方法が適切で、埋土、遺物の取上げについて、正確に記録   

されている。 

（４） 遺構・遺物の時代・時期・内容・性格を適切に捉え、特徴に応じた調査方      

法を選択している。 

（５）写真・図面の記録類等について、必要な段階、仕様で撮影・作成され、所

管の地方公共団体がのちに利用可能な内容で作成されている。 

（６）脆弱遺物等、遺物の性質に応じた保管、応急保存処理がされている。 

（７）各工程で遺跡の性格が適切に捉え、評価している。 

（８）各工程の時間配分と調査経費の執行が全体工程に比して適切である。 

（９）現場運営、排出土や排水の処理、安全管理が適切に行われている。 

２ 整理等作業 

（１）遺構・遺物名や作成図面等が所管の地方公共団体の既発掘調査と同じ仕様

となっている。 

（２）出土品の洗浄、選別、注記、登録、接合・復元がそれぞれの特徴に応じて

行われている。 

（３）出土品の特徴を踏まえた観察の上で実測がされ、所管地方自治体の既発掘

調査報告書と同じ仕様で製図、撮影写真がされている。 

（４）遺構について発掘作業の情報や成果を反映した検討が加えられている。 

（５）適切な自然科学分析、保存処理を行っている。 

（６）委託した地方公共団体が対応可能なフォーマットでデータ管理されてい  

る。 

３ 報告書作成 

（１）遺構・遺物について、記録保存として必要な事実記載がされている。 

参考２ 
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（２）各遺構、遺物について十分な検討がなされた上、地方公共団体等の意見を

踏まえ、地域的特徴を踏まえた総合的な検討を行っている。 

（３）必要な遺構、遺物のデータについて集計し、表として提示している。 

（４）所管地方公共団体の既刊報告書に準じた報告書章立て、構成、レイアウト

となっている。 

（５）報告書の記載事項に過不足がない。 

（６）出土品、記録類の保管、台帳整理が適切であり、将来的に活用できる。 

 



調査主体者
（記載者）

組織名 代表者名

遺跡名

文書番号 ○教文第〇●〇号

所在地

担当者 連絡先 電話番号

発掘作業の可否

氏名 雇用形態

調査歴 専攻の場合は○

資格 

氏名 雇用形態

調査歴 専攻の場合は○

資格 

時代／種別 面　積

遺　構 困難性

遺　物 困難性

調査面数

遺物量

発掘調査
担当者

発掘調査員

発
掘
調
査
体
制

正規・契約（　年　月　日～　年　月　日）

　年　　ヶ月 考古学専攻

正規・契約（　年　月　日～　年　月　日）

　年　　ヶ月 考古学専攻

２　類似遺跡・規模の報
告書刊行履歴

　令和○年○月○日
※報告書刊行に発掘調査終了時から１年以上要
する場合、終了報告に調査概要報告を添付す
る。

現場発掘作業期間

整理作業実施期間

発掘調査報告書刊行予定

１　類似遺跡・規模の調
査履歴

全て直営実施・一部外部発注予定（　　　　　　　　　）

令和○年○月○日

整理作業予定場所

整理作業の可否

対象周辺地域における業
務履歴

遺跡名・所在地・遺跡面積・遺跡種別／時代・委託者・報告書刊行名・月日

遺跡名・所在地・遺跡面積・遺跡時代種別／時代・委託者・調査期間

　有　・　成果に応じて　・　無

　令和○年○月○日　～　令和○年○月○日

　令和○年○月○日　～　令和○年○月○日

現地説明会開催の予定

発掘調査実施計画書【第１号様式】

対象発掘調査
県教育委員会93・94条の勧告／指示文書日付

発掘主体
組織概要

全て直営実施・一部外部発注予定（　　　　　　　　　）

遺跡名・所在市町村・遺跡面積・遺跡種別／時代・委託者・調査期間

発
掘
調
査
内
容

調査着手前の
想定
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想定土量 　　　　　　　㎥

備考

添付資料 発掘調査地点、発掘調査範囲等がわかる図面

発掘調査工程表

その他

整理等作業

安全管理

出土品・図面等の収納方
法

発掘調査作業員の安全管
理

発掘調査現場の安全管理

排土の処理

表土等掘削

遺構掘削

測量・記録

出土品整理

遺構図面整理

整理作業等における安全
管理

写真類整理

発掘作業 遺構検出

方
法
・
留
意
点
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